
 



 



は じ め に 

 

 

この消防年報は、中津市消防本部の現勢と令和６年中の消防に関する

諸般の事項を収録し、今後の消防行政運営上の参考資料に資するため

に編さんしたものです。 

なお、統計については原則として暦年、予算関係については会計年度と

し、表中に年月を明示したものについては、その時点での現況としています。 

 

令和 ７年 7 月 

中津市消防本部 
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Ⅰ 地勢及び情勢
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管内の概況 
 

 中津市は、大分県の西北端に位置し、東は宇佐市、南西は玖珠郡・日田市、北西は福岡

県に接し、北東は周防灘に面しています。 

 面積は４９１．４４ｋ㎡で、市域の約８０％は山林原野が占め、山国川下流の平野部にまと

まった農地が開け、中津地域を中核としています。北部は狭く、南部は西方に大きく張り出

した形状を示し、西側に英彦山がそびえ地域を貫流する山国川の分水嶺となっています。 

 主要交通網は、市内を東西に走っているＪＲ日豊本線があり、道路は平成２７年３月１日

に開通した東九州自動車道、国道１０号・２１３号・４９６号・５００号及び県道中津高田線

が東西に走り、また国道２１２号が中津市を起点として管内を縦断しています。 

 気候は、瀬戸内海気候区に属し、比較的温暖な地域であるが、冬は北九州方面や関門

海峡からの季節風の影響で、曇りの日が多くなっています。 

 令和 6 年の平均気温は１７.6℃、年間降水量は中津観測所が１,６8０.5ｍｍ、耶馬溪観

測所が 2,301.5ｍｍで、山間部は平地部に比べ降水量が多くなっています。 

                                                                                                                                                           

Ｎ 

中津市（令和 7年 4月 1日現在） 

面    積  ４９１．４４ ｋ㎡ 

全 人 口  ８１，１３８ 人 

全世帯数  ４１，４７３ 戸 

N 



男 女 　計 割合

中 津 地 域 35,533 34,170 35,053 69,223 85.32%

三 光 地 域 2,231 2,298 2,564 4,862 5.99%

本 耶 馬 渓 地 域 1,226 1,091 1,184 2,275 2.80%

耶 馬 溪 地 域 1,552 1,393 1,574 2,967 3.66%

山 国 地 域 931 862 949 1,811 2.23%

計 41,473 39,814 41,324 81,138 100.0%

地域別世帯数（過去５年間の推移）

　　　　　　　　　　　　　　　　  年度

地域別
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和7年度

計 40,452 40,334 41,331 41,185 41,473

中 津 地 域 34,244 34,201 35,282 35,175 35,533

三 光 地 域 2,224 2,221 2,217 2,224 2,231

本 耶 馬 渓 地 域 1,298 1,285 1,259 1,259 1,226

耶 馬 溪 地 域 1,675 1,636 1,609 1,569 1,552

山 国 地 域 1,011 991 964 958 931

地域別の人口、世帯数

　　　　　　　　　　　　　　 区分

 地域別

世 帯 数
（戸）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人　　　　　　　　口　（人）

（令和7年3月31日現在）

75% 80% 85% 90% 95% 100%

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

令和7年度

34,244 

34,201 

35,282 

35,175 

35,533 

2,224 

2,221 

2,217 

2,224 

2,231 

1,298 

1,285 

1,259 

1,259 

1,226 

1,675 

1,636 

1,609 

1,569 

1,552 

1,011 

991 

964 

958 

931 

中津地域 三光地域 本耶馬渓地域 耶馬溪地域 山国地域
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男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

計 40,662 43,190 40,580 42,937 40,148 42,478 40,558 42,259 39,957 41,803

中 津 地 域 34,289 36,025 34,352 35,959 34,058 35,692 34,623 35,648 34,144 35,355

三 光 地 域 2,419 2,724 2,381 2,674 2,359 2,630 2,338 2,598 2,308 2,585

本耶馬渓地域 1,274 1,396 1,240 1,368 1,217 1,326 1,168 1,284 1,139 1,245

耶 馬 溪 地 域 1,649 1,879 1,606 1,816 1,540 1,752 1,497 1,700 1,464 1,620

山 国 地 域 1,031 1,166 1,001 1,120 974 1,078 932 1,029 902 998

令和６年度

地域別男女比（過去5年間の推移）

　　　　　　　　　　　　　種別

　地域別

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

34,289 

36,025 

34,352 

35,959 

34,058 

35,692 

34,623 

35,648 

34,144 

35,355 

33,000

33,500

34,000

34,500

35,000

35,500

36,000

36,500

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

中津地域５年間の推移

中津地域

2,419 

2,724 

2,381 

2,674 

2,359 

2,630 

2,338 

2,598 

2,308 

2,585 

1,274 
1,396 

1,240 
1,368 

1,217 
1,326 

1,168 
1,284 

1,139 
1,245 

1,649 

1,879 

1,606 

1,816 

1,540 

1,752 

1,497 

1,700 

1,464 
1,620 

1,031 
1,166 

1,001 
1,120 

974 
1,078 

932 
1,029 

902 
998 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

その他地域５年間の推移

三光地域 本耶馬渓地域 耶馬溪地域 山国地域
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地域の年齢区分別人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区分

 地域別
人　口 14歳以下

 15歳～
　 64歳以下

65歳以上

計 81,138人 9,900人 45,749人 25,489人

中 津 地 域 69,223人 8,829 40,577 19,817

三 光 地 域 4,862人 637 2,392 1,833

本 耶 馬 渓 地 域 2,275人 170 922 1,183

耶 馬 溪 地 域 2,967人 150 1,194 1,623

山 国 地 域 1,811人 114 664 1,033

年齢区分割合

（令和7年３月31日現在）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

山国地域

耶馬溪地域

本耶馬渓地域

三光地域

中津地域

12.20%

6.29%

5.06%

7.47%

13.10%

12.75%

56.38%

36.66%

40.24%

40.53%

49.20%

58.62%

31.41%

57.04%

54.70%

52.00%

37.70%

28.63%

14歳以下 15歳～64歳 65歳以上
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  中津市夜間常備消防部発足実動（普通ポンプ車…1台、部員…11人）

　大暴風雨により北門橋、小祝橋流失

　風水害により米山新開堤防決壊

  中津市常備消防部発足実動（普通ポンプ車…1台、部員…18人）

　耶馬溪羅漢寺本堂火災

　大豪雨による被害

（山国川が大洪水となるなど、旧市内全般家屋浸水など被害を受け、小祝橋再流失）

　キジア台風襲来

（市内海岸沿い地域の堤防決壊、田畑の冠水など甚大な被害を及ぼす。罹災者約3,600名）

　ルース台風襲来

（海岸堤防19ヵ所決壊、冠水田畑、流失田畑、計1,263町歩被害を及ぼす。罹災者9,396名。）

  中津市消防本部・消防署発足（普通ポンプ車…2台、職員…18人）

　中津市豪雨水害

（市内河川が全て氾濫し出水、道路や橋梁、堤防、各地に被害が発生、罹災者6604名）

　台風12号襲来（海岸堤防11ヵ所決壊、住宅被害396戸、罹災者1,946人）

　台風12号襲来

（台風襲来の余波により市内永添地区で火災発生、住宅及び納屋など計17棟が全焼）

　中津市消防本部新庁舎落成

　日ノ出町火災（11棟焼損）

　和田区田尻の大火（住宅30棟全半焼）

  救急業務実動開始

　緑ヶ丘中学校火災（本館木造瓦葺二階建て一棟全焼）

昭和44年  4月   隣接の豊前市・吉富町・新吉富町・大平村と応援協定を締結

昭和48年  7月   隣接の三光村と応援協定を締結

  中津市と下毛郡内3町1村との広域消防発足

  中津下毛広域消防本部・消防署 耶馬溪出張所開設実働

 （水槽付消防ポンプ自動車1台、普通ポンプ車1台、救急車1台、広報車1台、職員数20名）

　大分県常備消防相互応援協定締結

7月31日   中津下毛広域消防本部・消防署新庁舎竣工

                   8月  2日   旧庁舎より新庁舎に移転実動開始

  本署スノーケル車配備

　新博多町の大火災（新博多町２丁目商店街火災）

　（商店9店舗、無人住宅1棟の計1,500㎡が全焼）

昭和28年  6月24日

昭和12年  4月

昭和16年10月

昭和17年  9月

昭和18年  4月

11月

昭和19年  9月

沿　　　革

昭和54年11月  2日

昭和43年  6月

11月20日

昭和49年  7月

昭和50年  4月  1日

昭和51年  3月31日

昭和52年11月

昭和28年  9月13日

昭和31年  9月  9日

昭和32年12月  5日

昭和33年  2月27日

昭和40年  3月12日

昭和25年  9月13日

昭和26年10月14日

昭和27年  4月
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  本署指揮車更新

8月30日 　耶馬溪町集中豪雨

（耶馬溪町が105ミリの記録的集中豪雨により、総額1億3千6百万円の被害）

昭和56年  3月   中津下毛広域消防本部・消防署の敷地取得（5,527.73㎡）

4月   中津下毛広域消防本部・耶馬溪出張所の敷地取得（999.87㎡）

昭和57年  2月   本署救急1号車（日本損害保険協会より寄贈）

昭和58年  3月   耶馬溪出張所広報車更新

昭和59年  2月   本署消防1号車（水槽付消防ポンプ自動車）更新

8月   中津下毛広域消防本部・消防署の敷地拡張分取得（938.00㎡）

12月   中津下毛広域消防本部・消防署の敷地拡張分取得（307.00㎡）

　富士紡績(株)中津工場全焼

11月   出張所消防1号車（水槽付消防ポンプ自動車）更新

 　　　　　11月   火の用心号（日本防火協会より寄贈）

  出張所救急車更新

昭和62年  3月   人員搬送車（国際ソロプチミスト中津より寄贈）

  消防緊急情報システム設置

  訓練塔新設・竣工

  本署救助工作車配備

2月   桧原山無線中継局開設

3月   本署救急車（日本損害保険協会より寄贈）

12月   出張所消防2号車（ポンプ車）更新

平成元年   2月   本署化学車更新

3月   本署車庫及び屋内訓練場増築

5月   山国無線中継局開設

12月   本署消防3号車（ポンプ車）更新

平成 2年   2月   救急車寄贈（日本消防協会）

平成 3年   3月   本署事務連絡車配備

3月   中津下毛広域消防本部・消防署の敷地取得（515.00㎡）

12月   本署消防2号車（ポンプ車）更新

                12月 3日 　三光タイヤ火災（三光上秣にて古タイヤ6万本が燃える、翌年3月11日鎮火）

平成 4年   4月   中津下毛広域消防本部・耶馬溪出張所の敷地取得（1,455.00㎡）

8月   本署指揮車更新

9月   出張所救急車更新

昭和55年  6月

昭和60年  4月28日

昭和61年  8月

昭和63年  2月
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  本署梯子車配備（35m）

  耶馬溪出張所車庫増築（264.07㎡）

  出張所広報救急車更新

  本部・署機構改革　本部2係、署5係を置く

  本署救急車更新

  本署消防1号車更新（水槽付消防ポンプ自動車） 

  本部査察車更新（日本消防協会より寄贈）

　大分県防災ヘリコプター応援協定締結

  本署高規格救急車配備

  本署高規格救急車運用開始

  本署通信指令室増築（175.16㎡）

  本署新通信指令室完成（運用開始）

  出張所消防2号車（ポンプ車）更新（日本損害保険協会より寄贈）

  本部査察車更新

  本署人員資器材搬送車配備

  本部・本署・耶馬溪出張所機構改革

（本部3係、本署5係、耶馬溪出張所を分署と改称し、3係を置く）

  分署高規格救急車配備

  分署消防1号車更新（水槽付消防ポンプ自動車）

  本署救急車（2Ｂ)更新

  広域市町村圏事務組合解散

  中津市消防本部・消防署発足（市町村合併にともない一部事務体制の変更）

　大分海上保安部と中津市消防本部との船舶火災に関する業務協定締結

  本署救助工作車Ⅱ型更新

　大分県内におけるドクターヘリの運航に係る協定締結

　福岡県田川地区消防組合、中津市消防相互応援協定締結

　緊急消防援助隊九州ブロック合同訓練（中津市開催）

  本署高規格救急車更新

  本部・本署機構改革　3課12係を置く

　中津市、上毛町消防相互応援協定締結

　中津市、吉富町消防相互応援協定締結

　京築広域市町村圏事務組合、中津市消防相互応援協定締結

　日勤救急隊　発足

平成12年 3月23日

平成 6年   2月

2月

8月

平成 7年   9月

9月

平成 8年   2月

平成 9年   3月

6月 1日

平成10年  2月

4月

平成11年  1月

7月 6日

11月

平成13年  1月

平成14年  1月

4月 1日

11月

平成16年  2月

3月

平成17年 2月28日

3月 1日

3月 1日

平成18年  3月

7月  1日

10月  1日

平成19年12月 1日

10月12・13日

平成20年 2月28日

4月  1日

6月10日

7月  1日
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　山国町小屋川地区の山林火災 （10.1ha焼損）

  本署消防2号車（ポンプ車）更新

  分署救急車更新（高規格救急車）

  本署指揮車更新

  本署化学車更新（災害対応特殊化学ポンプ自動車Ⅱ型）

　東日本大震災被災地へ緊急消防援助隊職員派遣（救助隊1隊・5名）岩手県釜石市鵜住居町

　耶馬溪町大字深耶馬　林野火災　焼失面積：597.2a

　新博多町の建物火災（店舗、住宅　計5棟全半焼）

　本署消防3号車（ポンプ車ＣＤ‐Ⅰ）更新

　大分県常備消防相互応援協定締結

　山国町守実建物火災（店舗、住宅 計13棟を焼損）

　九州北部豪雨

 （行方不明者1名、全壊10戸、大規模半壊5戸、半壊66戸、床上浸水304戸、床下浸水92戸）

　資機材搬送車（総務省消防庁より無償貸与）

　職員条例定数の改正（100名体制から120名体制へ）

  本署消防1号車更新（水槽付消防ポンプ自動車Ⅱ型） 

　分署消防2号車更新（ポンプ車）

　東部出張所の敷地取得（4,862㎡）

　分署広報車更新

　本署救急2号車更新（高規格救急車）

　消防救急デジタル無線運用開始

  東部出張所救急1号車購入（高規格救急車）

　高速自動車道等における消防相互応援協定締結（大分県下10消防本部）

　消防署東部出張所竣工式

　高機能消防指令システム運用開始式

　消防署東部出張所開設（運用開始）

　高機能消防指令システム（運用開始）

　本部査察2号車購入（軽自動車）

　本部査察1号車更新（軽自動車）

　本署はしご車更新（先端屈折式３５mはしご付消防自動車）　12月７日（運用開始）

  東部出張所太陽光発電設備等設置　　太陽光発電システム　 　10.6ｋｗh

　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       リチウムイオン蓄電池　 19.2ｋｗh

　熊本地震被災地へ緊急消防援助隊職員派遣　（支援隊１隊・２名、救急隊１隊・３名）

　耶馬溪分署駐車場拡張整備（681㎡）

平成21年 4月21日

9月  9日

10月30日

11月10日

平成28年 3月24日

3月22日

3月22日

5月27日

9月26日

11月20日

平成26年 3月  3日

平成24年 1月31日

3月30日

4月23日

７月3日・14日

平成25年 2月  6日

4月28日

4月  1日

8月26日

平成22年 2月  5日

3月30日

平成23年 2月25日

3月14日

～23日

8月27日

平成23年 4月18日

4月16日

～17日

平成27年 2月  6日

3月  1日

3月  9日

3月  9日

3月10日

3月10日
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　(株)エンルートよりドローン（Zion PG560）一式寄贈

  東部出張所救助対応型水槽付ポンプ自動車購入　3月11日（運用開始）

　中津市耶馬溪町大字中畑　中畑山林火災　焼損面積：110a

　九州北部豪雨　緊急消防援助隊受援

　　　　　　　　（北九州市消防局　指揮支援隊、宮崎県隊　現地被害調査）

  本署救急1号車更新（高規格救急車）  10月2日（運用開始）

  本署多目的車更新 12月1日（運用開始）

　中津市三光下秣　平山産業火災　堆積物（廃材等）焼損面積：779.58㎡

　中津市耶馬溪町金吉地区山地崩壊災害　（住家4戸全壊、死者6名）

　　緊急消防援助隊受援（福岡県隊、熊本県隊、北九州市消防局）

  平成30年7月豪雨被災地（広島県）へ緊急消防援助隊職員派遣

                                                    （消火隊、支援隊延べ11名）

  分署救急車更新（高規格救急車）　10月28日（運用開始）

　本署人員搬送車更新 2月28日（運用開始）

　119番通報における多言語三者通訳　(運用開始)　対応言語：18言語

　東部出張所災害支援車更新 3月26日（運用開始）

  NET119緊急通報システム　（運用開始） 

　分署水槽付ポンプ自動車更新（Ⅱ型）　12月13日 （運用開始）

　消防救急デジタル無線システム中間更新

　本署救助工作車更新（Ⅱ型）　3月22日（運用開始）

　(株)SamiSamiラボより水中ドローン（QYSEA FIFISH V6）一式寄贈

　消防通信指令システム中間更新　2月1日（切替運用開始）

　本署救急2号車更新（高規格救急車）  2月20日（運用開始）

　本部防災活動車配備　日本消防協会

　東部出張所救急1号車更新（高規格救急車） 2月23日（運用開始）

　本署はしご車オーバーホール完了

　令和4年度　総務省消防庁　高機能エアーテント配備　（東部出張所に配置）

　本部救助資機材・小型ポンプ付多機能車　総務省消防庁　無償貸与

　サイレン吹鳴装置改修工事完了

  職員条例定数の改正（120名体制から130名体制へ）

  大分県域消防指令業務共同運用開始（おおいた消防指令センターへ職員派遣 3名）

平成30年 3月17日

～20日

10月31日

平成29年 2月28日

6月  4日

～5日
7月  5日

～6日

9月29日

12月  1日

5月  1日

12月10日

3月10日

令和 3年　2月16日

 4月11日

～23日

 7月25日

～31日

10月26日

平成31年 2月22日

令和 2年　1月16日

3月24日

12月15日

2月18日

令和 5年　2月  8日

2月22日

3月  1日

令和 4年　2月  1日

3月14日

4月  1日

10月  1日

3月13日

令和 6年　2月27日
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Ⅱ 中津市の消防体制



 



消防機関の所在地

〒 所　在　地 電話番号 FAX番号

871-0027 　中津市大字上宮永364番地    0979-22-0001 0979-22-4805

871-0027 　中津市大字上宮永364番地    0979-22-0001 0979-22-0134

871-0431 　中津市耶馬溪町大字大島2216番地1    0979-54-2100 0979-54-2783

879-0223 　中津市三光下秣1262番地    0979-26-9222 0979-26-9223

871-0027 　中津市大字上宮永364番地    0979-22-0001

871-0411 　中津市耶馬溪町大字中畑1421番地6

871-0712 　中津市山国町守実130番地

871-0712 　中津市山国町字宮ノ平2855番地3

0979-22-0134

本 部 基 地 局

桧 原 山 中 継 局

コ アやまくに中継局

　中津市大字上宮永364番地

 （総務係）

   0979-22-9830

 （消防団係）

   0979-22-4800

0979-22-4805

　中津市大字上宮永364番地

 （予防係）

   0979-22-9831

 （危険物係）

   0979-22-9832

0979-22-0134

871-0027

予 防 課

（ 予 防 係 ）

（ 危 険 物 係 ）

警　　　防　　　課

871-0027

 （警防係）

 （施設整備係）

   0979-22-9833

 （通信指令室）

   0979-22-0001

（ 警 防 係 ）

（ 施 設 整 備 係 ）

（ 通 信 指 令 係 ）

871-0027 　中津市大字上宮永364番地

や ま く に 中 継 局

中 津 市 消 防 署

耶 馬 溪 分 署

東 部 出 張 所

名　　称

中 津 市 消 防 本 部

総 務 課

（ 総 務 係 ）

（ 消 防 団 係 ）
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消防本部組織構成図
（令和7年4月1日現在）

※再任用職員6名は、総務課、予防課及び警防課に所属するが、短時間勤務のため職員数には含まない。

1名
第１小隊 8名

東部出張所
第２小隊 8名

出張所長
第３小隊 8名

25名

1名
第１小隊 8名

耶馬溪分署
第２小隊 8名

分署長
第３小隊 8名

25名

副

市

長

消防署
125名 124名 第２小隊 15名

署   長
第３小隊 15名

45名

通信指令係 3名
7名

次長兼務
第１小隊 15名

1名 1名 施設整備係 1名

警防課長

市

長

消

防

本

部

消

防

長

消

防

本

部

次

長

予防課長 危険物係 2名

5名

1名
警防係 2名

消防本部

本部付 おおいた消防指令センター 3名

1名

消防本部 予防係 2名

16名 本部付 初任科 6名

本部付 航空隊 1名

総務係 3名

1名

消防本部
消防団係 2名

総務課長
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1 文書の収受、編さん及び保存並びに公印の管守に関すること。

2 規則等の制定及び改廃に関すること。

3 消防吏員の階級、服務及び規律等人事に関すること。

4 消防吏員の賞じゅつ金に関すること。

5 常備消防予算の執行及び会計事務に関すること。

6 消防職員の給与等に関すること。

7 消防職員の衛生管理に関すること。

8 消防吏員の給与品及び貸与品に関すること。

9 出張等に関すること。

10 消防庁舎及び備品の管理に関すること。

11 消防表彰に関すること。

12 消防職員委員会に関すること。

13 消防の総合的企画及び調整に関すること。

14 本部に属する公文書の公開並びに個人情報の開示、訂正及び利用停止等

に関すること。

15 他の主管に属さないこと。

1 非常備消防予算の執行及び会計事務に関すること。

2 非常備消防施設及び装備に関すること。

3 消防団員の任免及び懲罰に関すること。

4 消防団員の福利厚生に関すること。

5 消防団員の公務災害補償に関すること。

6 消防団員の退職報償金に関すること。

7 全国消防協会等に関すること。

8 消防水利に関すること。

9 その他消防団に関すること。

事 務 分 掌

総

務

係

消

防

団

係

【 本部・総務課 】

2-3



1 予防査察に関すること。

2 防火管理に関すること。

3 建築等の消防同意に関すること。

4 消防用設備等の指導及び検査に関すること。

5 防火対象物定期点検報告制度に関すること。

6 中津市火災予防条例（平成16年中津市条例第42号）に関すること（危険

物及び警防に関するものを除く。）。

7 防火対象物における火災原因調査に関すること。

8 その他火災予防に関すること。

1 予防査察に関すること。

2 危険物の規制に関すること。

3 液化石油ガス等の届出に関すること。

4 少量危険物及び指定可燃物に関すること。

5 中津市危険物安全協会に関すること。

6 中津市火災予防条例に関すること（危険物に関するものに限る。）。

7 火薬類の消費等の許可に関すること。

8 ガス用品の適合表示に関すること。

9 危険物施設における火災原因調査に関すること。

10 その他危険物に関すること。

予

防

係

危

険

物

係

【本部・予防課】
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1 消防計画及び各種災害の防御に関すること。

2 本部における消防力の調整及び消防に関する各種統計に関すること。

3 消防思想の普及及び広報に関すること。

4 非常備消防、自主防災組織等の育成指導に関すること。

5 水防演習等に関すること。

6 消防相互応援に関すること。

7 緊急消防援助隊に関すること。

8 中津市火災予防条例に関すること（警防に関するものに限る。）。

9 消防職員の訓練及び教育に関すること。

10 救急業務高度化推進計画及び運用に関すること。

11 各種証明及び各種文書の照会等に関すること。

12 指揮隊の運用に関すること。

13 その他警防に関すること。

1 消防年報の編さんに関すること。

2 防火思想の普及及び広報に関すること。

3 消防通信の企画に関すること。

4 開発行為の協議に関すること。

5 消防施設及び機械器具の整備及び管理に関すること。

6 その他消防の施設整備に関すること。

1 水火災等の警戒防御に関すること。

2 災害出動指令に関すること。

3 災害情報の収集及び伝達に関すること。

4 消防通信の運用及び管理に関すること。

5 通信指令室及び装備の管理に関すること。

6 災害時における関係機関への連絡に関すること。

7 非番員の招集に関すること。

8 気象情報の収集及び伝達に関すること。

9 通信業務に関する届出並びに文書の収受、編さん及び保存に関すること。

10 その他通信業務に関すること。

警

防

係

【本部・警防課】

施

設

整

備

係

通

信

指

令

係
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1 水火災等の警戒防御及び鎮圧に関すること。

2 救急及び救助業務に関すること。

3 消防署等内の業務の連絡調整に関すること。

4 消防署等の庁舎及び施設の管理に関すること。

5 消防署等の職員の勤務編成に関すること。

6 消防署等の公印の管守に関すること。

7 警防調査に関すること。

8 火災原因及び損害の調査に関すること。

9 中津市火災予防条例（平成16年中津市条例第42号）に関すること（消防

本部の分掌に関するものを除く。）。

10 救命講習及び消防訓練の指導並びに防火教育に関すること。

11 消防機器その他資器材の維持管理に関すること。

12 各種届出並びに文書の収受、編さん及び保存に関すること。

13 消防活動についての安全管理に関すること。

14 その他消防業務に関すること。

第

１

・

第

２

・

第

３

小

隊

【消防署・耶馬溪分署・東部出張所】
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（令和７年4月1日現在）

              （梯子車）
4分隊        又は
              （資機材搬送車）

              （水槽付ポンプ車）
1分隊        又は
              （化学車）

              （ポンプ車）
2分隊　      又は
              （化学車）

1分隊　　（水槽付ポンプ車）

2分隊　　（ポンプ車）

本　署
非番小隊長

出動区分表

本　署
当直小隊長

3分隊　　（救助工作車） （

当

直

）

消

防

署

長

救急隊　 （救急車）

救急隊 　（救急車）

5分隊　　（人員搬送車） （

非

番

）

（

非

番

）

分　署
非番小隊長

（

非

番

）

6分隊　　（多目的車）

救急隊 　（救急車）

消

防

長

次
 
 

長

出

張

所

長

              （化学車）
3分隊　      又は
              （ポンプ車）

3分隊　　（広報車）

救急隊　 （救急車）

分

署

長

救急隊　 （救急車）

4分隊    （災害支援車）

1分隊　　（水槽付ポンプ車） （

当

直

）

分　署
当直小隊長

2分隊　　（ポンプ車）

（

当

直

）

出張所
当直小隊長

救急隊　 （救急車）

出張所
非番小隊長
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（令和7年4月1日現在） 

車両の配置状況一覧表

緊急消防援助隊とは

日本における全国的な消防応援の制度及び同制度

に基づく消防部隊です。 被災地の消防機関のみでは

対応困難な大規模･特殊災害発生に際して、発災地の

市町村長・都道府県知事あるいは消防庁長官の要請

により出動し、現地で都道府県単位の部隊編成がなさ

れた後、災害活動を行います。

緊急消防援助隊は、阪神・淡路大震災での教訓を踏

まえ、平成７年に創設され、令和７年4月１日現在、全国

で6,731隊が登録されており、中津市消防本部は７隊

の部隊を登録しています。

車両種別 車 名 排気量 車両総重量
ポンプ

級別
水槽容量 配置年月

緊援隊

登録

1 1 　査察車 ダイハツ 650cc 1,180kg — — H27.10 —

2 2 　査察車 〃 〃 1,140kg — — H27.  9 —

3 3 　団本部指令車 日　産 1,990cc 2,270kg — — R  7.  3 —

4 4  救助資機材・小型ポンプ付多機能車 日　産 2,430cc 3,180kg — — R  6.  2 —

5 5 　防災活動車 三  菱 1,490cc 1,825kg — — R  5.  2 —

6 6 　事務連絡車 三　菱 2,350cc 2,175kg — — R  6.  2 —

7 1 　水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型） 日　野 6,400cc 11,980kg A-2 2,500ℓ H25.  3 —

8 2 　消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ） 〃 4,000cc 5,995kg A-2 — H21.  9 —

9 3 　指揮車 トヨタ 2,690cc 3,070kg — — H22.  3 —

10 4 　救助工作車（Ⅱ型） 日　野 5,120cc 11,985kg — — R  3.  3 〇

11 5 　梯子付消防自動車（35ｍ） 日　野 8,860cc 19,870kg — — H27.11 〇

12 6 　資機材搬送車 三　菱 2,990cc 7,565kg — — H25.  2 〇

13 7 　多目的車 日　産 2,480cc 3,300kg — — H29.12 —

14 8 　人員搬送車 日  産 1,990cc 2,280kg — — H31.  2 —

15 9 　高規格救急自動車 トヨタ 2,690cc 3,255kg — — H29.  9 —

16 10 　高規格救急自動車 〃 2,690cc 3,255kg — — R  4.  2 〇

17 11 　高規格救急自動車（予備車） 〃 2,690cc 3,225kg — — H25.11 —

18 1 　水槽付消防ポンプ自動車 日　野 5,120cc 11,540kg A-2 2,000ℓ R  2.12 —

19 2 　消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ） 〃 4,000cc 5,985kg A-2 — H25.  3 —

20 3 　広報車 日　産 2,480cc 3,240kg — — H25.  9 —

21 4 　高規格救急自動車 トヨタ 2,690cc 3,245kg — — H30.10 —

22 5 　高規格救急自動車（予備車） 〃 2,690cc 3,225kg — — H27.  3 —

23 1 　水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型） 日　野 8,860cc 15,650kg A-2 3,500ℓ H29． 3 〇

24 2 　化学消防ポンプ自動車（Ⅱ型） 日　野 6,400cc 10,895kg A-2 1,500ℓ H23.  2 〇

25 3 　消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ） 〃 4,000cc 5,995kg A-2 — H24.  2 —

26 4 　高規格救急自動車 トヨタ 2,690cc 3,205kg — — R  5.  2 —

27 5 　災害支援車 トヨタ 2,690cc 3,180kg — — R  2.  3 〇

東

部

出

張

所

所属

本

 

部

本

　

　

　

署

耶

馬

溪

分

署
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合計 本　署 分　署 出張所

65ｍｍ 299 129 84 86

50ｍｍ 208 114 46 48

40ｍｍ 74 45 19 10

29 4 17 8

360 160 80 120

300 300

7 7

2 1 1

3 2 1

3 1 2

5 2 2 1

1 1

34 15 9 10

1 1

2 1 1

4 3 1

1 1

7 3 2 2

2 2

1 1

3 2 1

2 2

1 1

2 2

4 2 1 1

2 1 1

2 1 1

1 1

1 1

3 1 1 1

2 2

1 1

2 2

6 3 2 1

1 1

2 1 1

可 搬 式 ウ イ ン チ

破
壊
器
具

ハ ン マ ー ド リ ル

削 岩 機

携 帯 用 コ ン ク リ ー ト 破 壊 器 具

重
量
物
排
除
用
器
具

ロ ー ル グ リ ス

重 量 物 排 除 器 具 セ ッ ト

高 揚 程 エ ア ー ジ ャ ッ キ

マ ッ ト 型 空 気 ジ ャ ッ キ セ ッ ト

電 動 油 圧 ス プ レ ッ ダ ー

電 動 油 圧 コ ン ビ ツ ー ル

手動式油圧コンビツール

チ ェ ー ン ソ ー

エ ン ジ ン カ ッ タ ー

空 気 鋸

充 電 式 レ シ プ ロ ソ ー

ラ ム シ リ ン ダ ー

(令和7年4月1日現在）

品　　　　目

消
火
用
器
具

消防ホース

ジ ェ ッ ト シ ュ ー タ ー

ク ラ ス Ａ 消 火 剤 （ ℓ ）

ク ラ ス Ｂ 消 火 剤 （ ℓ ）

発 泡 ノ ズ ル

可 搬 ポ ン プ

バ ス ケ ッ ト 担 架

バ ー チ カ ル ス ト レ ッ チ ャ ー

ス ケ ッ ド ス ト レ ッ チ ャ ー

搬
送
用

器
具

主要機械器具の配置状況

一
般
救
助
用
器
具

か ぎ 付 は し ご

二 連 は し ご

三 連 は し ご

救 命 索 発 射 銃

隊 員 降 下 用 縛 帯

空 気 式 救 助 マ ッ ト

切
断
用
器
具

電 動 油 圧 カ ッ タ ー

電 動 カ ッ タ ー

酸 素 溶 断 器
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合計 本　署 分　署 出張所

25 17 5 3

3 3

1 1

3 1 1 1

18 13 3 2

20 14 4 2

20 8 8 4

144 88 29 27

16 14 1 1

高度 1 1

43 22 9 12

89 44 21 24

4 2 2

1 1

3 2 1

2 2

4 4

4 4

19 8 7 4

40 20 9 11

15 15

4 4

化学防護服 タイケム6000 91 75 8 8

4 4

3 3

15 15

2 2

1 1

1 1

3 1 1 1

14 6 5 3

13 7 2 4

48 25 10 13

そ
の
他

器
具

投 光 器

発 電 機

携 帯 ラ イ ト

検
知
・
測
定
用
器
具

有 毒 ガ ス 測 定 セ ッ ト

ガンマ線・エックス線用線量率計

個 人 線 量 計

表 面 汚 染 検 査 計

エックス線・ガンマ線空間線量計

可 燃 性 ガ ス 測 定 器

マ ル チ測定器 （ 4種類 ）

隊
員
保
護
器
具

耐 熱 服

耐 電 衣

耐 電 手 袋

絶 縁 手 袋

携 帯 警 報 器

全 面 マ ス ク

陽 圧 式 化 学 防 護 服

画 像 探 査 機

呼

吸

保
護

用

器

具

空 気 呼 吸 器

空 気 ボ ン ベ

酸 素 呼 吸 器

送 排 風 機

送 風 機

品　　　　目

水
難
救
助
器
具

ウ ェ ッ ト ス ー ツ

ド ラ イ ス ー ツ

船 外 機

救 命 ボ ー ト

潜 水 器 具 一 式

潜 水 用 ボ ン ベ

救 命 浮 環

救 命 胴 衣

携 帯 水 中 ラ イ ト
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消火栓・防火水槽 82 19 26 37

3

消防水利の調査状況
（令和６年中）

 合計（回） 本　署 耶馬溪分署 東部出張所

その他の水利（プール） 40 21 5 5 6

防火水槽（40㎥以上） 481 107 109 104 97 64

消火栓 1,081 1,062 19

消防水利の現有状況
（令和７年4月１日現在）

　　　　　　　　　　　                地域別

  区分
合　計 中津地域 三光地域

本耶馬渓
地　域

耶馬溪
地　域

山国地域
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　　中津市消防団組織図

第５方面団副団長

第５方面団長

(山国地域)
１５箇分団

第５方面団副団長

第３方面団副団長

第３方面団長
(本耶馬渓地域)

１５箇分団

第３方面団副団長

第２方面団副団長

　います。また、少子高齢化に加え、団員のサラリーマン化などにより、不足する昼間の消防力を補うた

　め、平成２６年４月１日から機能別消防団員制度を導入し、現員のうち３０７人（女性消防団員２５人

　を含む）が機能別消防団員として活動しています。

消防団の組織

　　　中津市消防団は、平成１７年３月の１市３町１村の合併により、方面団制を導入し、現在５方面団、

　７１分団、１，１８７人（条例定数 １，４８１人）の団員で組織され、消防ポンプ自動車１３台、小型動力

　ポンプ付積載車６１台を配備し、地域の安全・安心を確保するため、地域の防災の要として活動して

（令和7年4月1日現在）

団本部 女性消防団

第４方面団副団長

第４方面団長

(耶馬溪地域)
１４箇分団

第４方面団副団長

市  長 消防団長

第１方面団副団長

第１方面団長

(中津地域)
１３箇分団

第１方面団副団長

第２方面団副団長

第２方面団長

(三光地域)
１４箇分団
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計 団 長
方面

団長

方面団

副団長
分団長 副分団長 部 長 班 長 団 員

機能別

団員

本　　部 33 1 32

19

(5)

18

(3)

19

(5)

21

(6)

90

(19)

20歳  21歳  26歳  31歳  36歳  41歳  46歳  51歳 56歳

以下 　～25歳 　～30歳 　～35歳 　～40歳 　～45歳 　～50歳 　～55歳 以上

本　部 33 2 3 5 2 5 1 15

第１方面団

（中津地域）
307 9 20 25 32 44 53 46 78

第２方面団

（三光地域）
284 3 7 9 32 45 41 35 112

第３方面団

（本耶馬渓地域）
156 1 1 4 10 11 15 25 13 76

第４方面団

（耶馬溪地域）
195 3 8 10 23 24 26 26 75

第５方面団

（山国地域）
212 4 2 15 13 21 30 17 110

計 1,187 1 20 43 72 116 151 180 138 466

284

方面団別及び年齢別消防団員数

方面団別消防団員実員状況

計

5 10

第５方面団

（山国地域）
212 1

計 1,187 1

14

　※　（　）内の数字は、専任指導員の数を示し、内数として記載。

（令和７年４月１日現在）

第１方面団

（中津地域）
307 1 2 13 13 13 39 183 43

42
第２方面団

（三光地域）
121 71

第３方面団

（本耶馬渓地域）
156 1 2 15 15 40 25 40

1 2 14

53 50
第４方面団

（耶馬溪地域）
195 1 2 14 14 42

425 307

44 43

（令和７年４月１日現在）

2 7115 15

71 71 207
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2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

1,315 1,310 1,283 1,266 1,231

31 30 33 36 35

326 329 325 322 315

303 307 301 293 292

199 194 181 180 168

213 213 213 212 199

243 237 230 223 222

方面団別実員の５年間の推移

第 ３ 方 面 団
（本耶馬渓地域）

第 ４ 方 面 団
（ 耶 馬 溪 地 域 ）

第 ５ 方 面 団
（ 山 国 地 域 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　年度

 方面団

合　　　計

団 本 部

第 １ 方 面 団
（ 中 津 地 域 ）

第 ２ 方 面 団
（ 三 光 地 域 ）

31 30 33 36 35 

326 329 325 322 
315 

303 307 301 
293 292 

199 
194 

181 180 
168 

213 213 213 212 

199 

243 
237 

230 
223 222 

0

50

100

150

200

250

300

350

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

団本部 第１方面団… 第２方面団… 第３方面団… 第４方面団… 第５方面団…

■団本部 ■第1方面団 ■第2方面団 ■第3方面団 ■第4方面団 ■第5方面
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(3)

(6)

(3)45

　　　　　　　　　　区分

 方面団名

※ （　）内の数字は、各支所の職員で組織する消防班に配備の無線機の数を示し、消防団配備の数に含まない。

213

39

42

45

42

73 281

簡易トラン
シーバー

救命胴衣 チェーンソー 発電機
背負い式

消火水のう

(12)

127 15 75

計 100 623 2

64

18 129 1 15 60

121 1 14 69

20 134 16

5

第4方面団
（耶馬溪地域）

第5方面団
（山国地域）

7

19

20

15 (1)

58 (3)

※ （　）内の数字は、各支所の職員で組織する消防班の車両台数を示し、消防団配置の数に含まない。

団本部

IP無線(双方向)

携帯型

71 (3)

16 107 13 13
第1方面団
（中津地域）

第2方面団
（三光地域）

第3方面団
（本耶馬渓地域）

15 (1)

消防団の通信機器・主要な機械器具配備状況

　　　                      　　　　　　区分

 方面団名

第 １ 方 面 団
（ 中 津 地 域 ）

第 ２ 方 面 団
（ 三 光 地 域 ）

第 ３ 方 面 団
（ 本 耶 馬 渓 地 域 ）

第 ４ 方 面 団
（ 耶 馬 溪 地 域 ）

第 ５ 方 面 団
（ 山 国 地 域 ）

計

計

13

13

(1)

小型動力ポンプ付
積載車

消防ポンプ
自動車

13

14

消防団車両の配置状況

15 (1)

14

14 (1)

15 (1)

14
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Ⅲ 総 務



 



一般会計と消防予算：当初予算

消防費予算額と人口・世帯当りの額：当初予算
（世帯数、人口は各年度の４月１日現在の数）

消防費決算・決算表（累計比較）

 ※決算額については繰り越し分を含むため予算額を超えることがあり得る。

消防費世帯・人口等対比（累計比較）
（世帯数、人口は、各年度の4月1日現在の数）

40,452

40,334

41,331

金額（円）

30,477

34,381

32,978

30,757

29,084

令 和 3 年

令 和 4 年

人口（人）

83,969

83,852

83,517

82,626

82,817

金額（円）

14,358

16,471

15,973

15,014

14,515

令和3年

令和4年

令和5年

1,195,773

1,443,530

51,859,241

　　　　           項目

 年度

令 和 元 年

令 和 2 年

１世帯当りの消防費

世帯数

39,559

40,170

2.83%

2.58%

2.80%

年　　度

1,144,580

298,524

1,433,592

252,835

一般会計（千円）

47,452,251

45,936,169

1,443,104

1,686,427

消 防 費 （ 千 円 ）

内

訳

内

訳

常備消防

非常備消防

常備消防

非常備消防

令 和 ７ 年

令 和 6 年

割 合

年　　度

3.04%

3.67%

市決算

額に対

する消防

費決算

額の比

率

81,760 20,627

世帯数 １世帯当り（円）

41,473 34,796

41,185 40,948

消防費 市予算額

予算額（円）

1,686,427,000

1,443,104,000

人　口（人） １人当り（円）

人　　口 世帯数

81,138 17,786

令 和 ６ 年

令 和 ７ 年

2.68%

2.42%

令和元年

令和2年

1,227,237

1,405,001

44,287,751 42,636,863,330

55,534,367 53,629,390,360

1,718,094

1,192,548

49,916,186 47,605,243,207

42,876,081 48,598,746 46,251,610,643

43,254,538

1,205,651,155

1,381,099,202

1,334,024,369

1,240,543,807

1,202,071,522

42,047,602

令 和 5 年

49,710,133,0251,218,999

当初予算 最終予算
決算額（円）

当初予算 最終予算

予算額（千円）
決算額（円）

1,358,743

1,257,5691,247,186

消防費決算額

（円）

1,205,651,155

1,381,099,202

1,334,024,369

1,240,543,807

1,202,071,522

１人当りの消防費

　　　　 項目

 年度

41,556,353

41,603,262

予算額（千円）
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職員の年齢構成

　　　　　　　　　　　階級

 年齢

消
防
監

司
令
長

司
 

令

司
令
補

士
 

長

副
士
長

消
防
士

再
任
用

職
員

50歳以上 1 6 13 7 2 (4)

45～50歳未満 2 7

40～45歳未満 10

35～40歳未満 12 9

30～35歳未満 15 13

25～30歳未満 10 4

20～25歳未満 10

18～20歳未満 4

計 1 6 15 36 26 23 18 (4)

※再任用職員6名のうち（　）内の4名は、短時間勤務であるため職員数及び平均年齢には含まない。

職員の勤続年数

　　　　　　　　　　　階級

 年数

消
防
監

司
令
長

司
 

令

司
令
補

士
 

長

副
士
長

消
防
士

再
任
用

職
員

30年以上 1 5 14 11 2

25～30年未満 1 1 1

20～25年未満 2

15～20年未満 17 3

12～15年未満 5 6

9 ～12年未満 15 15

6 ～ 9年未満 7 2

3 ～ 6年未満 1 7 (2)

3年未満 9 (2)

計 1 6 15 36 26 23 18 (4)

※再任用職員6名のうち（　）内の4名は、短時間勤務であるため職員数及び平均年齢には含まない。

7.2%

6.4%

7.2%

100%

2.4%

1.6%

16.0%

8.8%

24.0%

22.4%

11.2%

8.0%

3.2%

26.4%

比
率

（％）

23.2%

7.2%

8.0%

33

計

29

9

10

21

28

100%

 全職員の平均年齢　38.25歳

比
率

（％）

16.8%

8

9

125

 （令和7年4月1日現在）

 （令和7年4月1日現在）

3

2

20

11

30

9

14

10

4

125

計
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　　　　　　　　　 　　　区分

 年度
定　員 吏　員 実　員 消防監

消　防

司令長

消　防

司　令

消　防

司令補

消　防

士　長

消　防

副士長
消防士

その他

の職員

平成31年 120 117 118 1 4 5 34 19 31 23 1

令 和 2 年 120 118 120 1 3 4 33 19 37 21 2

令 和 3 年 120 119 121 1 3 12 25 25 37 16 2

令 和 4 年 120 120 125 1 3 11 24 28 39 14 5

令 和 5 年 120 120 126 1 3 16 24 25 38 13 6

令 和 6 年 130 121 127 1 4 16 27 26 33 14 6

令 和 ７ 年 130 125 129 1 6 15 36 26 23 18 4

職員定員、吏員及び実員
（各年度の４月1日現在）

過去五年の推移グラフ

1 1 1 1 1 

3 3 3 
4 

6 

12 
11 

16 16 
15 

25 
24 24 

27 

36 

25 

28 

25 
26 26 

37 
39 38 

33 

23 

16 

14 
13 

14 

18 

2 

5 
6 6 

4 

0

10

20

30

40

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和７年

消防監 消 防

司令長

消 防

司 令

消 防

司令補

消 防

士 長

消 防

副士長

消防士 その他

の職員
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計

消

防

監

司

令

長

司

令

司

令

補

士

長

副

士

長

消

防

士

再

任
用

職

員

消 防 本 部 30 1 4 6 9 2 1 7 （4）

消 防 署 （ 本 署 ） 45 3 13 13 9 7

消 防 署 （ 分 署 ） 25 1 3 7 6 6 2

消防署(出張所) 25 1 3 7 5 7 2

計 125 1 6 15 36 26 23 18 （4）

職員の配置状況

令和6年4月16日 消防本部本署 通常点検の様子

　　　　　　    　　　　 階級別

 区分

（令和7年4月1日現在）

 ※ 再任用職員６名のうち（　）内の4名は、短時間勤務のため職員数には含まない。
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消
防
監

司
令
長

司
 

令

司
令
補

副
士
長

消
防
士

125 (4) 1 6 15 36 26 (4) 23 18

102 (3) 4 12 35 26 (3) 22 3

11ｔ未満

8ｔ限定 7 (1) 1 2 3 1 (1)

7.5ｔ未満

5ｔ限定

16 1 15

42 (2) 1 2 4 22 3 (2) 7 3

36 (1) 1 6 14 8 (1) 5 2

1 (2) 1 (2)

7 3 2 2

74 1 6 22 20 19 6

109 (3) 5 13 36 26 (3) 22 7

115 (4) 5 13 36 26 (4) 22 13

6 4 1 1

2 1 1

26 4 15 2 4 1

3 (1) 2 1 (1)

6 (1) 2 3 1 (1)

47 3 7 16 11 7 3

36 (1) 1 8 15 7 (1) 4 1

56 (1) 3 7 21 12 (1) 9 4

52 3 6 19 11 9 4

74 (3) 5 13 36 20 (3)

28 6 10 8 4

21 (1) 2 6 13 (1)

91 (1) 4 10 33 25 (1) 19

39 (1) 4 8 17 7 (1) 3

23 (1) 3 7 9 3 (1) 1

13 (1) 2 7 4 (1)

33 (1) 2 17 10 (1) 4

11 2 6 3

応 急 手 当 指 導 員

計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  階級

　

　　区分

士
 

長

実   数

救

急

救 急 救 命 士

救 急 Ⅰ 課 程

救 急 Ⅱ 課 程

自

動

車

関

係

大 型 自 動 車

中　型

自動車

準中型

自動車

普 通 自 動 車

自 動 二 輪

救 急 標 準 課 程

救 急 科

※ （ ）内の数字は、再任用職員６名のうち短時間勤務の４名を表示。

巻 き 上 げ

入

校

救 助 科

梯 子 科

救

助

免

許

潜 水 士

酸素欠乏危険作業主任

高 所 作 業 車

特

別

教

育

チ ェ ー ン ソ ー

小 型 船 舶 操 縦 士

技

能

講

習

玉 掛 け

小 型 移 動 ク レ ー ン

職員の各種資格免許取得状況

専

門

員

消 防 用 設 備 等 専 門 員

防 火 査 察 専 門 員

危 険 物 専 門 員

設

備

士

消 防 設 備 士 甲 種

消 防 設 備 士 乙 種

無

線

特 殊 無 線 技 師

ア マ チ ュ ア 無 線 技 師

危

険

物

危険物取扱者免許甲種

危険物取扱者免許乙種

危険物取扱者免許丙種

（令和7年4月1日現在）
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庁舎の現況

81時間（満油）

非常用電源 20KVA　　軽油500L　

非常用電源 5KVA　　軽油190L　

非常用電源 5KVA　　軽油190L　

７８時間（満油）

81時間（満油）

職 員 数

 3,171.75㎡

車 両 台 数

構 造

 567.12㎡

 昭和50年 3月

 25名

 5台

床 面 積

 16台

 鉄筋コンクリート造平屋建て構 造

建 築 年 月

車 両 台 数

 鉄筋コンクリート造２階建て

 4,686.00㎡

 988.93㎡

 平成27年 2月

 25名

 5台

敷 地 面 積

床 面 積

建 築 年 月

職 員 数

（令和7年4月1日現在）

消防本部・消防署

耶馬溪分署

東部出張所

 鉄筋コンクリート造２階建て構 造

敷 地 面 積

車 両 台 数

敷 地 面 積

床 面 積

建 築 年 月

職 員 数

 7,358.73㎡

1,978.15㎡

 昭和51年 7月

 75名（本部付職員を含む）
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相互応援協定締結状況

協 定 名 称 締結市町村名等 締 結 の 内 容 締結年月日

 大分県常備消防相互応援協定  大分県下14消防本部
火災・救急・救助・

その他災害について
平成24年 3月30日

 大分県防災ヘリコプター応援協定  大分県・大分県下14消防本部
火災・救急・救助・

その他災害について
平成 9年 6月 1日

 大分海上保安部と中津市消防本部

 との船舶火災に関する業務協定
 大分海上保安部 船舶火災について 平成17年 3月 1日

 大分県内におけるドクターヘリの運

 航に係る協定
 大分県、福岡県 救急について 平成18年 7月 6日

 福岡県田川地区消防組合、中津市

 消防相互応援協定
 福岡県田川地区消防組合

火災・救急・救助・

その他災害について
平成19年12月 1日

 中津市、上毛町消防相互応援協定  上毛町（福岡県）
火災・救急・救助・

その他災害について
平成20年 6月10日

 中津市、吉富町消防相互応援協定  吉富町（福岡県）
火災・救急・救助・

その他災害について
平成20年 7月 1日

 京築広域市町村圏事務組合、中津

 市消防相互応援協定

 京築広域市町村圏事務組合

 (福岡県)

火災・救急・救助・

その他災害について
平成20年 7月 1日

 高速自動車道等における消防相互

 応援協定
 大分県下10消防本部

高速道路上での

火災・救急・救助・

その他災害について

平成27年 3月 1日

 京築広域市町村圏事務組合、中津

 市消防相互応援協定に基づく東九

 州自動車道に関する覚書

 京築広域市町村圏事務組合

 (福岡県)

高速道路上での

火災・救急・救助・

その他災害について

令和 3年 8月 1日

（令和7年4月1日現在）
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Ⅳ 予防・危険物



 



2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

3,530 3,568 3,592 3,596 3,995

イ  劇場･映画館等 9 9 9 9 9

ロ  公会堂･集会場 88 88 86 84 92

イ  キャバレー･ナイトクラブ等

ロ  遊技場･ダンスホール 15 13 12 11 11

ハ  性風俗関連特殊営業を含む店舗等

二  カラオケボックス等 4 4 4 4 3

イ  待合･料理店 5 5 5 5 5

ロ  飲食店 123 121 121 118 223

4  百貨店･マーケット 164 164 160 157 178

イ  旅館･ホテル等 91 93 89 96 96

ロ  寄宿舎･共同住宅 920 935 946 948 977

イ  病院･診療所 73 73 71 68 70

ロ  老人短期入所施設等 53 55 56 55 57

ハ  老人デイサービスセンター等 114 115 122 125 154

二  幼稚園･特別支援学校 17 17 17 17 17

7  小中学校等各種学校 129 129 130 131 133

8  図書館・博物館・美術館 12 12 12 12 12

イ  蒸気浴場・熱気浴場 1

ロ  公衆浴場 8 8 8 8 8

10  車両の停車場等 1 1 1

11  神社・寺院・教会 56 56 59 60 65

イ  工場・作業場 467 475 472 471 499

ロ  映画スタジオ・テレビスタジオ

イ  自動車車庫･駐車場 40 39 39 39 47

ロ  飛行機等の格納庫

14  倉庫 431 437 442 443 479

15  前各項に該当しない事業場 436 442 447 450 561

イ  特定複合用途防火対象物 170 167 171 168 179

ロ  イ以外の複合用途防火対象物 99 105 107 109 111

16の2  地下街

16の3  準地下街

17  重要文化財 4 4 4 4 4

18  アーケード（50m以上） 2 2 2 3 3

19  市町村長の指定する山林

20  自治省令で定める舟車

予防概要
　 防火対象物とは、火災予防の目的を達成するために法規制を加える必要のあるものについ

て、 下表（消防法施行令別表第１）のとおり種類、又は用途により１項から２０項までに分類さ

れる。 管内の防火対象物の総数（令和７年３月３１日現在）は、３，９９５棟で前年の３，５９６棟

に対して３９９棟の増となっている。　建築同意の件数は、前年度７８件に対して今年度は７５件

で３件の減となっている。

　 管内の危険物施設の総数(令和７年３月３１日現在)は２３６施設で、そのうち製造所１施設、

貯蔵所１３５施設、取扱所１００施設を有している。

　　※ 防火対象物数は、集計条件を変更したことにより増加となった。

(令和7年3月31日) 

合　　　　　　計

16

3

5

6

9

12

13

1

2

対　象　物　の　種　類

　防火対象物の過去５年の推移
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2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

345 419 301 661 769

イ  劇場･映画館等 1 2 8 5

ロ  公会堂･集会場 28 33 4 55 5

イ  キャバレー･ナイトクラブ等

ロ  遊技場･ダンスホール 5 5 7 10 4

ハ  性風俗関連特殊営業を含む店舗等

二  カラオケボックス等 2 1 4 4

イ  待合･料理店 1 4 1

ロ  飲食店 5 20 40 95 5

4  百貨店･マーケット 29 47 58 130 23

イ  旅館･ホテル等 50 8 37 57 31

ロ  寄宿舎･共同住宅 197 3 2 53

イ  病院･診療所 12 24 48 9

ロ  老人短期入所施設等 24 35 21 33

ハ  老人デイサービスセンター等 3 55 50 22 95

二  幼稚園･特別支援学校 12 4 17

7  小中学校等各種学校 93 4 124

8  図書館・博物館・美術館 1 5 5

イ  蒸気浴場・熱気浴場

ロ  公衆浴場 1 1 1 3 1

10  車両の停車場等

11  神社・寺院・教会 21

イ  工場・作業場 4 12 20 113

ロ  映画スタジオ・テレビスタジオ

イ  自動車車庫･駐車場 2 2 2 8 11

ロ  飛行機等の格納庫

14  倉庫 6 13 7 17 79

15  前各項に該当しない事業場 4 3 2 20 118

イ  特定複合用途防火対象物 12 57 11 111 13

ロ  イ以外の複合用途防火対象物 24 1 2 16

16の2  地下街

16の3  準地下街

17  重要文化財 1

18  アーケード（50m以上） 1

19  市町村長の指定する山林

20  自治省令で定める舟車

(令和7年3月31日)

対　象　物　の　種　類

12

13

防火対象物立入検査過去５年の推移

16

合　　　　　　計

1

2

3

5

6

9
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合計 中津地域 三光地域 本耶馬渓地域 耶馬溪地域 山国地域

イ 劇場・映画館等 9 7 2

ロ 公会堂・集会場 92 61 7 6 13 5

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール 11 10 1

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ
カラオケボックス等個室において

業務を営む店舗等
3 3

イ 待合・料理店 5 5

ロ 飲食店 223 172 10 11 25 5

百貨店・マーケット 178 168 3 5 1 1

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの 96 32 18 24 12 10

ロ 寄宿舎・共同住宅 977 966 6 3 2

イ 病院・診療所 70 60 3 1 4 2

ロ 老人短期入所施設等 57 41 10 3 1 2

ハ 老人デイサービスセンター等 154 133 5 3 9 4

ニ 幼稚園・特別支援学校 17 16 1

小中学校等各種学校 133 93 13 6 17 4

図書館・博物館・美術館 12 8 1 3

イ 蒸気浴場・熱気浴場 1 1

ロ 公衆浴場 8 4 1 2 1

車両の停車場等 1 1

神社・寺院・教会 65 54 1 7 2 1

イ 工場・作業場 499 374 61 9 38 17

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場 47 41 3 1 1 1

ロ 飛行機等の格納庫

倉庫 479 418 30 9 16 6

前各号に該当しない事業場 561 442 30 16 62 11

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含

む複合用途防火対象物
179 162 2 3 8 4

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 111 107 1 2 1

地下街

準地下街

重要文化財 4 3 1

アーケード（50m以上） 3 3

市町村長の指定する山林

自治省令で定める舟車

3,995 3,385 208 110 216 76

（令和7年3月31日現在）

7

8

9

20

17

14

15

12

13

対　象　物　の　種　類

5

1

2

3

4

10

11

6

管内地域別防火対象物の現況

合　　　　　　　計

19

18

16

16の2

16の3
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合計 新築 増築 改築 移転
用途

変更
修繕 模様替

イ 劇場・映画館等

ロ 公会堂・集会場 2 1 1

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ
カラオケボックス等個室において業務

を営む店舗等

イ 待合・料理店

ロ 飲食店 2 1 1

百貨店・マーケット 9 9

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの 1 1

ロ 寄宿舎・共同住宅 14 14

イ 病院・診療所 2 1 1

ロ 老人短期入所施設等 2 2

ハ 老人デイサービスセンター等 2 2

ニ 幼稚園・特別支援学校

小中学校等各種学校

図書館・博物館・美術館

イ 蒸気浴場・熱気浴場

ロ 公衆浴場

車両の停車場等

神社・寺院・教会

イ 工場・作業場 13 2 11

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場

ロ 飛行機等の格納庫

倉庫 4 3 1

前各号に該当しない事業場 21 15 6

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含む

複合用途防火対象物

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 3 2 1

地下街

準地下街

重要文化財

アーケード（50m以上）

市町村長の指定する山林

75 50 24 1

消防同意件数（計画変更を含む）

16

16の2

16の3

10

11

14

15

12

(令和6年度中)

17

18

19

合　　　　　　　計

対象物の種類

1

2

3

5

6

4

7

8

9

13
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計 ４階 ５階 ６階 ７階 ８階 ９階
１０階

以上

イ 劇場・映画館等

ロ 公会堂・集会場 1 1

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ
カラオケボックス等個室において業

務を営む店舗等
1 1

イ 待合・料理店

ロ 飲食店 2 2

百貨店・マーケット 2 2

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの 6 1 5

ロ 寄宿舎・共同住宅 97 41 12 9 10 5 2 18

イ 病院・診療所 8 2 6

ロ 老人短期入所施設等 6 3 3

ハ 老人デイサービスセンター等 1 1

ニ 幼稚園・特別支援学校

小中学校等各種学校 7 7

図書館・博物館・美術館 1 1

イ 蒸気浴場・熱気浴場

ロ 公衆浴場

車両の停車場等

神社・寺院・教会

イ 工場・作業場 1 1

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場 1 1

ロ 飛行機等の格納庫

倉庫 1 1

前各号に該当しない事業場 20 15 1 4

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含む

複合用途防火対象物
26 8 7 4 5 2

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 10 3 2 3 2

191 87 32 18 17 8 2 27

1

2

3

5

中高層建築物
（令和7年3月31日現在）

13

16

合　　　　　　　計

4

7

8

10

11

14

15

9

12

6

対　象　物　の　種　類
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1,000㎡ 1,000㎡

未満 以上

イ 劇場・映画館等 6 3 9

ロ 公会堂・集会場 78 8 86

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール 11 11

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ
カラオケボックス等個室において業務を営む

店舗等
2 1 3

イ 待合・料理店 3 2 5

ロ 飲食店 209 209

百貨店・マーケット 111 47 158

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの 86 10 96

ロ 寄宿舎・共同住宅 849 96 945

イ 病院・診療所 52 16 68

ロ 老人短期入所施設等 22 35 57

ハ 老人デイサービスセンター等 130 4 134

ニ 幼稚園・特別支援学校 13 4 17

小中学校等各種学校 57 70 127

図書館・博物館・美術館 9 2 11

イ 蒸気浴場・熱気浴場

ロ 公衆浴場 6 1 7

車両の停車場等 1 1

神社・寺院・教会 43 5 48

イ 工場・作業場 357 120 477

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場 35 4 39

ロ 飛行機等の格納庫

倉庫 368 64 432

前各号に該当しない事業場 226 72 298

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含む複合用途

防火対象物
118 30 148

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 45 10 55

地下街

準地下街

重要文化財 4 4

アーケード（50m以上） 1 1 2

市町村長の指定する山林

2,831 616 3,447合　　　　　　　計

16の2

対　　　　象　　　　物　　　　数

対　　象　　物　　の　　種　　類
総　　数

2

3

16

17

13

19

4

7

8

5

18

消防用設備等点検結果報告書の届出が必要な対象物
（令和7年3月31日現在）

1

16の3

6

9

12

14

15

10

11
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計
甲種防火管理者を選任し

なければならない対象物

乙種防火管理者を選任し

なければならない対象物

イ 劇場・映画館等 7 5 2

ロ 公会堂・集会場 68 44 24

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場・ダンスホール 11 11

ハ 性風俗関連特殊営業を含む店舗等

ニ
カラオケボックス等個室において業務

を営む店舗等
3 3

イ 待合・料理店 4 4

ロ 飲食店 109 32 77

百貨店・マーケット 129 85 44

イ 旅館・ホテル、その他これに属するもの 19 17 2

ロ 寄宿舎・共同住宅 67 66 1

イ 病院・診療所 30 26 4

ロ 老人短期入所施設等 42 41 1

ハ 老人デイサービスセンター等 53 44 9

ニ 幼稚園・特別支援学校 12 10 2

小中学校等各種学校 35 35

図書館・博物館・美術館 6 4 2

イ 蒸気浴場・熱気浴場

ロ 公衆浴場 4 4

車両の停車場等

神社・寺院・教会 20 12 8

イ 工場・作業場 47 46 1

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ

イ 自動車車庫・駐車場 1 1

ロ 飛行機等の格納庫

倉庫 3 2 1

前各号に該当しない事業場 56 41 15

イ
1項～4項、5項ｲ、6項、9項ｲを含む複

合用途防火対象物
62 52 10

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 17 15 2

地下街

準地下街

重要文化財 1 1

アーケード（50m以上）

市町村長の指定する山林

806 599 207

（令和7年3月31日現在）

防火管理者選任を要する対象物

11

対　象　物　の　種　類

1

7

8

2

3

5

6

4

合　　　　　　　計

9

12

13

16

16の2

18

19

16の3

10

14

15

17
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2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

243 240 241 243 236

　製造所 1 1 1 1 1

　製造所 小計 1 1 1 1 1

　屋内貯蔵所 38 38 39 40 41

　屋外タンク貯蔵所 39 39 40 40 36

　屋内タンク貯蔵所 2 2 2 2 2

　地下タンク貯蔵所 32 31 31 30 30

　簡易タンク貯蔵所

　移動タンク貯蔵所 21 20 19 19 18

　屋外貯蔵所 8 8 8 8 8

　貯蔵所 小計 140 138 139 139 135

　給油取扱所 55 53 52 54 52

　一般取扱所 47 48 49 49 48

　取扱所 小計 102 101 101 103 100

危険物製造所等の施設数過去５年の推移

取
扱
所

（令和7年3月31日現在）

合　計

製
造
所

貯
　
蔵
　
所

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度

　区分

-10

10

30

50

70

90

110

130

150

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1 1 1 1 1

140 138 139 139
135

102 101 101 103 100

製造所 貯蔵所 取扱所
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2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

255 48 55 32 60 60

　製造所 2 1 1

　製造所 小計 2 1 1

　屋内貯蔵所 29 11 1 1 7 9

　屋外タンク貯蔵所 16 8 4 1 2 1

　屋内タンク貯蔵所 3 1 2

　地下タンク貯蔵所 30 13 4 4 9

　簡易タンク貯蔵所

　移動タンク貯蔵所 42 2 14 2 12 12

　屋外貯蔵所

　貯蔵所 小計 120 35 23 8 32 22

　給油取扱所 83 3 21 17 14 28

　一般取扱所 50 10 10 7 13 10

　取扱所 小計 133 13 31 24 27 38

計

危険物製造所等立入件数過去５年の推移

（令和7年3月31日現在）

取
　
扱
　
所

貯
　
蔵
　
所

製
　
造
　
所

合　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度

 区分
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計 中津地域 三光地域
本耶馬渓

地 域
耶馬溪
地 域

山国地域

　製造所 1 1

　製造所 小計 1 1

　屋内貯蔵所 41 36 4 1

　屋外タンク貯蔵所 36 32 2 1 1

　屋内タンク貯蔵所 2 2

　地下タンク貯蔵所 30 20 5 3 2

　簡易タンク貯蔵所

　移動タンク貯蔵所 18 8 3 5 1 1

　屋外貯蔵所 8 8

　貯蔵所 小計 135 106 14 5 6 4

　給油取扱所 52 36 5 5 3 3

　一般取扱所 48 43 2 1 1 1

　取扱所 小計 100 79 7 6 4 4

236 186 21 11 10 8合　計

製
　
造
　
所

貯
　
蔵
　
所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地域

 区分

取
　
扱
　
所

（令和7年3月31日現在）

危険物製造所等施設数（地域別）
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ボイラー等設置届出

変電設備設置届出

発電設備設置届出

蓄電池設備設置届出

ネオン管灯設備設置届出

火災とまぎらわしい煙の届出

煙火打上届出

催物開催届出

少量危険物貯蔵取扱の届出

指定可燃物貯蔵取扱の届出

液化石油ガス

毒物・劇物の届出

着工届 設置届 消防検査

非常警報設備 9 9

自動火災報知設備 64 102 73

ガス漏れ警報設備

消防機関へ通報する火災報知設備 5 4 5

漏電火災警報器

屋内消火栓設備 4 5 5

スプリンクラー設備 6 10 8

水噴霧消火設備

泡消火設備

二酸化炭素消火設備

ハロゲン化物消火設備 1 1 1

粉末消火設備 4 3 3

屋外消火栓設備 3 2 2

パッケージ型消火設備 1 1

パッケージ型自動消火設備 1 1 1

動力消防ポンプ設備 1 1

誘導灯 23 22

避難器具 1 2 3

消防用水

排煙設備

連結散水設備 1 1

連結送水管

非常コンセント設備

89 165 135

区　　　　　分

火を使用する設備等の
設置の届出

火災とまぎらわしい
行為等の届出

届  出  数

15

消
 

防
 

用
 

設
 

備
 

等
 

届
 

出
 

状
 

況

計

警報設備

消火設備

避難設備

消火活動上
必要な施設等

消 防 用 設 備 等 の 種 類

(令和6年度中)

各種届出事務処理状況

1

134

28

79

19

13

6

種　　　　　別

9

40

指定数量未満の危険物
等の貯蔵取扱の届出

圧縮アセチレンガス等の
貯蔵又は取扱の届出

12
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製

造

所

小

　

計

屋

内

貯

蔵

所

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

所

屋

内

タ

ン

ク

貯

蔵

所

地

下

タ

ン

ク

貯

蔵

所

簡

易

タ

ン

ク

貯

蔵

所

移

動

タ

ン

ク

貯

蔵

所

屋

外

貯

蔵

所

小

　

計

給

油

取

扱

所

一

般

取

扱

所

小

　

計

合

　

計

1 1 1 1 2

1 1 1 1 2 15 15 18

1

1 1 1

1 1 1 1 2 14 14 17

4 1 5 2 1 3 8

1 1 1 1 15 15 17

3 1 4 6 3 9 13

3 1 4 6 3 9 13

45

2

火薬類消費許可申請

危険物事務処理状況 (許可又は検査の申請件数）

火薬類消費許可申請事務処理状況

水張検査 小計 10kℓ以下
　　　～1000㎘ 　　～2000㎘ 　　　　　　を超える

合計 水圧検査 小計 600ℓ以下
　　　　 ～10㎘

（令和6年度中）

　　　　　　                  製造所等の別

  区　分

製造所 貯蔵所 取扱所

転 入

完成

設置完成

変更完成

移動タンク 転 入

許可

設 置 許 可

変 更 許 可

移動タンク
転 出

廃 止 届

仮 使 用

 保安監督者　
選任届

解任届

仮貯蔵・仮取扱

 600ℓ～  10㎘

タンク検査

　　　　 ～20㎘
20kℓを超える 仮貯蔵

仮取扱47

件　数 1 1 2

 10㎘  1000㎘  2000㎘

件　数 13 31 1

申請件数
総件数

譲　受

25㎏超
譲　受

25㎏以下

譲　受

火工品

210 2

（令和6年度中）

煙　火

消　費
譲　渡 廃　棄

1 2

消費年報

6

火薬類届出
届出件数

保安責任者

選　　任

保安責任者

解　　任

保安責任者

選　解　任

6 1 2
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Ⅴ 通 信 指 令



 



5-1 

おおいた消防指令センターの概要 

令和 6年 10月 1日から「おおいた消防指令センター」（以下「指令センター」という。）で消防

指令業務の共同運用を開始しました。 

指令センターは、大分県全域の 119 番通報を一括で受付けし、災害場所を特定した後に、管

轄消防署へ出動指令を行います。県下１４消防署との連携・協力により消防指令業務の共同運

用を行うことで、大分県全体の消防力の維持・強化を図り、住民の安全・安心な暮らしを守ります。 

 

119番通報受付けから出動までの流れ  

通報受付 ························ 大分県全域からの 119番通報を一括で受付けます。 

発信地表示 ···················· 通報地点を自動的に特定します。 

予告指令 ························ 通報内容を聞き取りながら、自動的に予告指令を出します。 

災害種別等の決定 ········· 通報内容を元に、住所など事故種別を決定します。 

出動隊編成 ···················· 災害場所や災害内容等に応じ、自動的に出動部隊を編成します。 

出動指令 ························ 管轄消防署へ指令情報や指令書を発令します。災害規模に応じて消

防団等関係機関に順次メールにより指令情報を送ります。 

出    動 ························ 管轄消防署の車両が出動します。 

 

 

指令システムを支える主要機器 

指令装置 ························ 119番通報を 9席（最大３６席）で受付けします。外国人からの通報は

多言語通訳サービスで対応します。 

NET119 ························· 音声通報が困難な方のために、インターネットを活用して 119 番通報

の受付けをするシステムです。（※事前の登録が必要となります。）  

映像通報システム ··········· 通報者のスマートフォンのカメラ機能を利用し、現場映像や位置情報

等を指令センターで確認できる機能です。また、通報者に対し適切な

口頭指導が行えるなど、より効果的な消防・救急活動が可能となって

います。（※映像送信に伴う通信料金は通報者側にかかります。） 

119番通報ヘルプ機能 災害場所の特定が難しい場合は、通報者・指令員・管轄署員の３者間

で通話を行い、災害地点の特定に活用します。 

多機能型液晶表示板 ······ 55 インチの液晶ディスプレイを 24 面設置し、各消防署の車両状況や

災害件数、119 番通報着信情報、気象状況、現場映像等、指令管制

業務を支援する様々な情報を拡大・分割して表示します。 
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現場映像伝送システム ········ 専用カメラやドローンで撮影した災害現場の映像をリアルタイムで指

令センターと管轄消防署に送信することで、災害状況を詳細に把握し、

現場支援に活用します。 

119番通報分散受付け ····· 何らかの事情により、119番通報が指令センターで受付けできなくな

った場合は、受付け先を各消防署に切り替えます。 

各消防署は専用端末を使用して、119 番通報を受付け、指令の発令

や車両運用状況等を把握しながら、業務を継続します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通信指令室の業務 

中津市消防署の通信指令室では、車両や職員配置の状況の管理業務を行っています。 

119 番通報ヘルプ機能の対応を行います。また、何らかの事情により、119 番通報が指令セ

ンターで受付けができなくなった場合、通信指令室が引き続き 119番通報の対応を行います。 
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無線通信機器配置状況

耶 馬 溪 分 署

東 部 出 張 所

消 防 本 部

本 署

計

1

基 地 局

桧原山基地局

やまくに基地局

消 防 団

　　　　　　　　　　　　  設備名

　

 設置場所

基 地 局

桧原山基地局

やまくに基地局

　　　　　　　　　　　 　　　種別

 設置場所

計

消 防 本 部

本 署

耶 馬 溪 分 署

東 部 出 張 所

10W

3

1

3

1

防
災
行
政
無
線

I
P
無
線
機

20W 2W 5W 5W 10W

基
地
局

携
帯
型
無
線
機

（
デ
ジ
タ
ル

）

救
　
急
　
車

（
車
　
載

）

可
　
搬
　
型

卓
　
上
　
型

署
活
系
無
線
機

消
　
防
　
車

（
車
　
載

）

108 2 100

1

24 17 6 1

5 3 2

1 2 1 1

13 8 3 63

23 1

5 4 1 1 22 1

統

制

波

1

22

10

10

100

計

活

動

波

１

活

動

波

２

主

運

用

波

45 45

1 1 1

22

1

4547

3

22

10

10

1

1 1 1

消防救急デジタル無線配置状況

（令和7年4月1日現在）

（令和7年4月1日現在）

1 1 1

22 22

10 10 10

10 10 10

1

1

45

統制波とは

大規模災害時に使用： 全国的な大規

模災害（地震、津波など）が発生した際

に、緊急消防援助隊などの広域応援部

隊との連絡に使用されます。

全国共通チャンネル： 全国どこでも同じ

チャンネルで通信できるため、異なる地

域の消防隊同士が連携して活動できま

す。

統制波１～３があり、切り替えて使用する

ことが可能です。（中津市の基地局につ

いては、おおいた消防指令センターが遠

隔し必要なチャンネルに切替て使用する

ことが可能となっている。）

主運用波とは

都道府県レベルでの応援活動に使用：

都道府県内の消防機関が相互に応援

活動を行う際に使用されます。

全７チャンネルに分けられ、大分県は主

運用波5を割り当てられている。

※主運用波5については、秋田県・茨城

県・山梨県・富山県・滋賀県・徳島県で

使用されています。
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1式

6式

6式

6式

1式

1式

１式

 キュービクル式無線設備・キュービクル式発電設備

 キュービクル式耐雷トランス・キュービクル式油庫

基本架（運用/運用）タイプ　

増設架１　

TRX　

電源盤　

FAN　６式

６波送受信共用装置　（共振タイプ）

IPコンバーター

非常用発動発電機（軽油・490L　）

1式

1式

１式

 やまくに中継局（宇治山）

FAN　

６波送受信共用装置　（共振タイプ）

IPコンバーター

非常用発動発電機（軽油・490L　）

１式

非常用発動発電機(軽油・500L)
※署と兼用
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１式
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 桧原山中継局
キュービクル式発電設備・キュービクル式耐雷トラ

ンスキュービクル式油庫

基本架（運用/運用）タイプ　

増設架１　

キュービクル式発電設備及び油庫

１式基本架（運用/運用）タイプ　

増設架１　 1式

TRX　

電源盤　

FAN　

4波送受信共用装置　２式

IPコンバーター　１式
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Ⅵ 火 災



 



火災損害状況

焼
損
床
面
積

焼
損
表
面
積

（㎡） （㎡） （ａ） （千円）

令和２年 52 26 5 2 19 744 80 106 50,743

令和３年 43 22 4 1 16 1,034 603 6 56,141

令和４年 57 25 5 1 26 3,370 64 44 365,284

令和５年 63 28 2 2 31 589 98 6 34,779

令和６年 37 10 4 5 1 17 1 1 4 13,992

増　減 -26 -18 2 3 1 -14 -588 -97 -2 -20,787

火災概要

　
林
野
焼
損
面
積

　
損
 

害
 

額

　令和６年中の管内の火災件数は３７件で、前年の６３件に比べ２６件減少しています。

　「建物火災」が１０件で、前年に比べ１８件の減少。「林野火災」が４件で、前年に比べ２件の

増加。「車両火災」が５件で、前年と比べ３件の増加。ごみなどが焼損した「その他の火災」が

１７件で、前年に比べ１４件の減少。「船舶火災」が１件で、前年に比べ１件増加しています。

  令和６年中の火災による総損害額は13,992千円で、昨年より20,787千円減少となってい

ます。また、車両火災による損害額が全体の約７４％を占めています。

 過去5か年の推移

   出火に至った主な原因は、 「火入れ」が９件で1位、「放火」が6件で2位、「電灯・電話等の

配線」が4件で3位となっています。その他には「排気管」「電気機器」「放火の疑い」などが出

火原因となっています。

区
　
分 計

建
　
　
　
物

林
　
　
　
野

車
　
　
　
両

船
　
　
　
舶

そ
　
の
　
他

焼損面積

   建物火災による焼損床面積は１㎡で、前年の589㎡と比較して588㎡（99％）減少、 焼損

表面積も１㎡で、前年の９８㎡と比較して９７㎡（99％）減少しています。また、林野焼損面積は

４aで、前年の６aと比較して２a（66％）の減少となっています。

出火原因状況

出　火　件　数 建物焼損面積
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　 　年

焼
損

面
積

焼 損 床 面 積

焼 損 表 面 積

建 物

林 野

車 両

船 舶

そ の 他

全 焼

半 焼

部 分 焼

ぼ や

令
和

 2
年

令
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年

令
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年

令
和

 ６
年

平
成

2
7
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平
成

2
8

年

平
成

2
9

年

平
成

3
0

年

令
和

元
年

令
和

 5
年

死 者

損 害 額

合 計

合 計

合 計

計

面 積

損 害 額

台 数

損 害 額

損 害 額
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順　位

令和6年

順　位

令和5年

出火原因

1

6

9

電気機器

1

2

3

4

-

-

放火の疑い

その他

不明・調査中

件　数

9

6

4

1

電気機器

灯火

-

-

1

2

3

4

5

こんろ

焼却炉

ストーブ

1

原　　因

火入れ

放火

電灯・電話等の配線

排気管

電気装置

電灯・電話等の配線

マッチ・ライター

原　　因

火入れ

放火

配線器具

放火の疑い

タバコ

合　　計 37 合　　計 63

1

1

9

13

件　数

15

7

3

3

2

2

2

2

1

1

1

その他

不明・調査中

１１月 　

１２月 　

月

１月 　

２月 　

３月 　

４月 　

５月 　

６月 　

７月 　

８月 　

９月 　

１０月 　

本

耶

馬

渓

地

域

1

三

光

地

域

1

1

2

3

5

1

1

3

1

中

津

地

域

1

3

3

山

国

地

域

1

耶

馬

溪

地

域

表

面

積

床

面

積

1

1

車

　

両

（台）

1

林

　

野

（ａ）

1

1

1

（千円）

7,516

2,858

398

3

2

2

地　　　域 焼損面積

建物（㎡）
損

害

額

件

　

数

2

4

5

5

103

62

211

1

1

1

1

2

1

2

5

2

7

1

1

1

1

197

2,644

月別火災発生件数・焼損状況

7 13,992

（令和６年中）

1 1 42 4 37

1

1

計 24 7

3

2
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地
域

別
の

火
災

発
生

状
況

及
び

被
災

状
況

罹 災

計
人 員

死
　者

8

計
8

（
令

和
6

年
中

）

 地
域

火
　　

災
　　

種
　　

別
焼

　　
損

　　
棟

　　
数

焼
　　

損
　　

程
　　

度
死

 傷
 者

建
 物

林
 野

車
 両

計
全

 損
半

 損
小

 損
計

負
傷

者
船

舶
そ

の
他

全
 焼

半
 焼

部
分

焼
ぼ

 や

1
1

2

三
光

地
域

4
1

2
4

1
1

1
1

中
津

地
域

1
0

2
1

1
1

1
2

7

耶
馬

溪
地

域

2
本

耶
馬

渓
地

域
1

1

山
国

地
域

1
3

1

1
0

4
5

1
1

7

4

1
1

2
2

（
令

和
6

年
中

）

3
7

1
1

1
1

 地
域

建
　　

　物

3
0

1

合
計

損
害

額

（
千

円
）

面
積

（
㎡

）
損

害
額

(千
円

)
計

　　
　　

(千

円
)

面
積

（
ａ
）

損
害

額

(千
円

)

台
数

（
台

）

損
害

額

(千
円

)
件

数
損

害
額

(千
円

)

林
　野

車
　両

爆
  発

そ
の

他

 損
害

額

(千
円

)
床

面
積

表
面

積
建

　物
収

容
物

1
0

,5
5

8

三
光

地
域

4

4
8

,9
3

0
1

,3
2

7
中

津
地

域
1

1
1

6
9

1
3

2

1
5

0
0

本
耶

馬
渓

地
域

1
2

5
0

3

耶
馬

溪
地

域

1
1

1
6

8
1

1
9

7

計
1

1
1

6
9

1
3

2
3

0
1

1
3

,9
9

2

1
2

,6
4

4
9

0
山

国
地

域

4
1

7
1

2
,1

9
0

1
,5

0
0

2
,7

3
4

区
分

区
分

区
分

区
分
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時間帯 件数 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

0-2 1 1

2-4 1 1

4-6 2 1 1

6-8 3 1 1 1

8-10 3 1 1 1

10-12 7 1 1 1 2 2

12-14 2 1 1

14-16 4 1 1 2

16-18 3 1 1 1

18-20 3 1 1 1

20-22 1 1

22-24

不明 7 1 1 2 1 1 1

37 2 4 5 5 7 1 2 5 2 2 2

 

曜日 件数 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

日 5 1 2 1 1

月 4 2 1 1

火 6 2 1 1 1 1

水 5 1 1 1 1 1

木 4 1 2 1

金 5 2 1 1 1

土 6 1 1 1 1 1 1

不明 2 1 1

37 2 4 5 5 7 1 2 5 2 2 2

（令和６年中）

（令和６年中）

※０ー２は、０時～１時５９分の間であることを示す。

時間帯別出火件数

曜日別出火件数
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Ⅶ 救 急



 



4,887

368

4,461

4,801

13件

搬送人員

12人

395

4,257

4,627

3,734

4,008

418

4,496

区　　　分

１ 日 平 均

296不 搬 送

搬 送 人 員

出 動 件 数

出場件数

3,942

19

23

23

28

2,956

802

1

　　令和６年中における救急出動件数は4,887件で、前年より86件増加しています。

　　搬送人員は4,496人で、前年より35人増加しており、約2時間に1人の割合で搬送してい

ます。

　　事故種別でみると最も多いのが、急病事故の2,956件で全出動の約60％を占め、  次に

転院搬送の802件で、急病と転院搬送を合わせると全体の約77％を占めています。また、救

急搬送人員の年齢別では、65歳以上の高齢者が約65％と半数以上を占めています。

　 当消防本部では、医療機関との連携強化、並びに一般市民に対する応急手当の普及を図

り、一層の救命率の向上に努めています。

14

令和4年

26

686

15

29

2,911

令和６年

2

3

276

37

46

687

29

2

25

3,646

297

急 病

765

2,232

そ
の
他

転 院 搬 送

医 師 搬 送

資器材搬送

そ の 他

労 働 災 害

運 動 競 技

一 般 負 傷

248

32

14

559

41

加 害

自 損 行 為

救急概要

事故種別出動件数

事
　
故
　
種
　
別

火 災

自 然 災 害

水 難

2

交 通

1

令和2年

4

3

17

3

244

9

27

23

544

23

令和5年

7

792

1

26

2,326

34

2,840

令和3年

267

43

4

1

248

34

35

623

22

2

761768

年別
種別
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計

火
　
　
災

自
然
災
害

水
　
　
難

交
　
　
通

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般
負
傷

加
　
　
害

自
損
行
為

急
　
　
病

そ
の
他

4,887 2 3 276 37 46 687 23 28 2,956 829

中 津 地 域 4,071 1 209 23 38 556 23 20 2,421 780

三 光 地 域 267 1 1 26 3 1 43 2 171 19

本耶馬渓地域 164 9 3 4 35 1 109 3

耶 馬 溪 地 域 248 1 23 5 3 28 5 165 18

山 国 地 域 133 1 6 3 25 90 8

そ の 他 の 地域 4 3 1

計

火
　
　
災

自
然
災
害

水
　
　
難

交
　
　
通

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般
負
傷

加
　
　
害

自
損
行
為

急
　
　
病

そ
の
他

4,887 2 3 276 37 46 687 23 28 2,956 829

本 署 3,581 1 1 195 20 35 481 21 16 2,064 747

耶 馬 溪 分 署 477 1 1 33 11 3 75 6 322 25

東 部 出 張 所 829 1 48 6 8 131 2 6 570 57

　　　      　 　種別

 地域別

計

（令和６年中）

救急出動件数過去10年の推移状況

（令和６年中）

地域別救急出動件数

署所別出場件数

　　　      　 　種別

 地域別

計

3,705

3,937 3,929 3,894

4,088

3,942
4,008

4,627

4,801 4,887

3,000

3,400

3,800

4,200

4,600

H２７年 H２８年 H２９年 H３０年 R元年 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年

件

数

年 別
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種  別 件  数

火  災 2

自然災害 0

水　難 3

交  通 276

労働災害 37

運動競技 46

一般負傷 687

加  害 23

自損行為 28

急  病 2,956

その他 829

合  計 4,887

種  別 人  員

火  災 2

自然災害 0

水　難 2

交  通 255

労働災害 38

運動競技 45

一般負傷 649

加  害 19

自損行為 16

急  病 2,676

その他 794

合  計 4,496

（令和6年中）

（令和６年中）

救急出動件数

救急搬送人員

火 災

0.04%

水 難

0.06%

交 通

5.65%

労働災害

0.76%

運動競技

0.94%

一般負傷

14.06%

加 害

0.47%

自損行為

0.57%

急 病

60.49%

その他

16.96%

100％
4,887件

0.0%

水 難

0.04%

交 通

5.67%

労働災害

0.85%

運動競技

1.00%

一般負傷

14.44%

加 害

0.42%

自損行為

0.36%

急 病

59.52%

100％
4,496人

火災
0.04%

その他
17.66％

水難

0.04％
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         種別

 月
計 火災

自然
災害

水難 交通
労働
災害

運動
競技

一般
負傷

加害
自損
行為

急病
その
他

1月 431 22 2 58 1 269 79

2月 364 1 20 1 1 58 1 5 213 64

3月 418 1 20 4 2 68 1 3 239 80

4月 331 1 25 2 3 38 1 1 194 66

5月 349 1 19 2 6 47 2 189 83

6月 370 24 3 3 48 1 4 218 69

7月 549 32 7 5 64 1 1 360 79

8月 461 18 3 7 54 1 2 311 65

9月 353 20 4 6 41 5 2 223 52

10月 341 20 5 5 52 1 3 200 55

11月 405 25 1 6 73 5 1 227 67

12月 515 1 31 3 2 86 4 5 313 70

計 4,887 2 3 276 37 46 687 23 28 2,956 829

         種別

 時間帯

計 火災
自然
災害

水難 交通
労働
災害

運動
競技

一般
負傷

加害
自損
行為

急病
その
他

0～2 189 2 2 23 8 2 139 13

2～4 161 2 1 19 5 123 11

4～6 192 9 1 31 1 136 14

6～8 302 2 28 1 49 2 2 207 11

8～10 628 1 35 6 5 90 1 3 381 106

10～12 661 38 10 13 92 2 5 330 171

12～14 592 26 4 8 74 3 310 167

14～16 525 38 7 6 78 3 283 110

16～18 527 1 48 5 10 70 1 2 267 123

18～20 462 1 28 3 67 1 1 311 50

20～22 402 13 56 1 3 297 32

22～24 246 9 1 38 2 3 172 21

計 4,887 2 3 276 37 46 687 23 28 2,956 829

時間帯別出動件数

月別出動件数
（令和６年中）

（令和６年中）
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緊急

通報

その

他

　　 　　 種別

 覚知

計

119

加入

電話

警察

電話

駆け

込み

自己

覚知

転院

搬送

医師

搬送
資器材

搬送
その他

その他

計 火災
自然

災害
水難

交通

事故

運動

競技

一般

負傷
加害

自損

行為

労働

災害
急病

4,177

451

94

22

46 687 23 28

13

25

105

4,887 2

1

1

3 276 37

2 206 36 46 640 17 21

5 11 1

1 50 9 5 4

7

2 3

5 1 18 1 2

1 6

70

802 1 26

416 1 20

2,956

2,771

54

24

17

2

377 3

1

18

7 1

2 1

金曜日

土曜日

日曜日

火災
自然

災害

4,887

725

668

677

　　 　　 種別

 曜日

計

月曜日

火曜日

水曜日

木曜日

自損

行為
急病 転院 その他計 比 率水難

交通

事故

労働

災害

運動

競技

一般

負傷
加害

700

697

705

715

2,956

468

408

395

403

400

410

472

2

1

1

3 276 37 46

52 6

687 23 28

37 8 3 91 3

1 40 4 2 89

4

32 5 75 1 2

31 6 5 101 2 5

5 97 1 5

140

110

148

143

7 4

40 1 22 107 7 4

44 7 9 127

2 4

2

(令和6年中)

14.4%

14.6%

曜日別出動件数

覚知別出動件数

(令和6年中)

100.0%

14.8%

13.7%

13.9%

14.3%

14.3%

94

61

27

4

5

6

6

2

3

1

802

106
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（令和６年中）

（令和６年中）

医療機関収容までの所要時間

現場到着までの所要時間 （覚知から現場到着まで）

病院収容
平均時間

36.3分

38.8分

39.1分

9 2

44 1 25 18

（うち管外）

154 1 16

39.2分

38.4分

4537 2 30 276 225

328 1 13 152 159 3

164

90 46 1

（うち管外） （うち管外） （うち管外） （うち管外） （うち管外） （うち管外）

3

4,496 214 1,378 2,504 395 5

151 433 54 1

916 166 302 281

2,676 36

　　　 所要時間

種別

急　　病

交通事故

一般負傷

そ の 他

計

255

649 10

11

10分以上
20分未満

10分以上
20分未満

10分以上
20分未満

120分
以上

868 1,614 157 1

計 10分未満
10分以上
20分未満

2 57 176 20

94 533 3,041 1,124 95 8.6分

39 163 615 141 10 7.6分

419 168 19 8.8分

55 8.7分

8 30 155 72 11 9.1分

計

2,956

276

687

968

4,887

20分以上
現場到着
平均時間

急　　病

交通事故

一般負傷

そ の 他

39 267 1,852 743

　　　　　　 所要時間

 種別
計 3分未満 3～５分 ５～9分 10～19分

8 73
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4,377 97.4%

人工呼吸 58

7.1%

そ の 他 2,365 229 587 8214,002 89.0%

聴 診 器 243 34 22 21320

1 3 466 1.5%

Ｓ Ｐ Ｏ ２

250 629 8634,304 95.7%

被 覆 10 22 63 16111

2,595 250 638 894

6 779

2.4%

保 温 130 11 24 46211 4.7%

気道確保 89 3 4 11107

2.5%

血圧測定 2,562

764

応

急

処
置

項

目

1.4%

2,676 255 649 916

29236 5.2%

心 電 図 1,430

1.8%

酸素吸入 353 13 14 175555 12.3%

心肺蘇生 64 2

66 136 3531,985 44.2%

救急隊員が行った応急処置

　　　　　　　              　種別

　区分
急　　病 交通事故 一般負傷 そ の 他計 割　合

固 定 14 89 104

搬送人員 4,496 －

止 血 6 17 34

       令和6年9月実施：救急シミュレーション訓練

耶馬溪分署

14回
（   138人）

9回
（ 303人）

15回
（  268人）

18回
（  417人）

（令和6年中）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署所別

 区分

上級・普通救命講習

救 急 入 門 コ ー ス

一 般 救 急 講 習

合計

　76回
(　 1,307人)

　　 11回
(　 364人)

　　 94回
( 2,823人)

東部出張所

11回
（  120人）

0回
(　 0人)

　　61回
( 2,138人)

2回
（   61回）

本　署

　51回
(　 1,049人)

（令和6年中）

各種救急講習会受講者数
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Ⅷ 救 助 ・ 指 導



 



合

計

火

 
 

災

交

通

事

故

水

難

事

故

風

水

害

機

械

に

よ

る

事

故

建

物

に

よ

る

事

故

ガ

ス

及

び

酸

欠

事

故

爆

発

事

故

そ

の

他

の

事

故

令

和

5

年

増

減

出動件数 65 26 3 2 16 18 64 1

活動件数 43 12 3 2 15 11 48 -5

救助人員 46 14 3 2 16 11 50 -4

出動人員 556 258 21 22 106 149 556 0

救助概要

旧耶馬溪公民館、　山国町槻木での救助訓練

（令和６年中）

　 事故種別

 区分

 　て救助資器材を有効に活用するための高度な技術や知識が要求されます。そのため救助

　 　　救助活動に従事する隊員には強靭な体力、不屈の精神力と合わせて、災害現場におい

 　交通事故による出動が26件と最も多い出動となっています。

   　　令和６年中の救助出動件数は65件で、令和5年中より1件増加しています。なかでも、

 　隊員は、日夜たゆまぬ努力と厳しい訓練をくり返し、住民の生命身体の安全確保に努めて

　 います。
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　　　　　　 　 種別

 月別

計

火
　
　
災

交
通
事
故

水
難
事
故

風

水

害

機
械
に
よ
る

事
 

故

建
物
に
よ
る

事
 

故

ガ
ス
及
び

酸
欠
事
故

爆
発
事
故

そ
の
他
の

事
　
故

計 65 26 3 2 16 18

１月 2 1 1

２月 4 1 2 1

３月 3 1 1 1

４月 6 4 1 1

５月 5 1 1 1 2

６月 7 5 2

７月 9 4 3 2

８月 3 1 2

９月 6 4 2

１０月 6 2 2 2

１１月 7 1 2 4

１２月 7 2 1 1 3

　　　　　　　　種別

 地域別

計

火
　
　
災

交
通
事
故

水
難
事
故

風

水

害

機
械
に
よ
る

事
故

建
物
に
よ
る

事
故

ガ
ス
及
び

酸
欠
事
故

爆
発
事
故

そ
の
他
の

事
　
故

計 65 26 3 2 16 18

中 津 地 域 37 12 1 14 10

三 光 地 域 8 2 1 2 1 2

本耶馬渓地域 2 1 1

耶 馬 溪 地 域 15 10 1 1 3

山 国 地 域 3 1 2

その他の地域

月別救助出動件数

地域別出動件数

（令和6年中）

（令和6年中）
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高

速

道

路

そ

の

他

の

道

路

内

水

面

外

水

面

出 動 件 数 65 20 1 24 3 1 1 13 2

活 動 件 数 43 17 1 9 2 1 1 11 1

救 助 人 員 46 16 1 11 2 1 2 12 1

（回）

（人）

（回）

（人）

（回）

（人）

（回）

（人）

訓練等指導状況

発生場所別救助活動状況

1

53

156

10,827

6

24

33

1,260

8

395

25103

東部出張所

28

1,520

地

下

4

1

（令和6年度中）

　　　　　　　  場所

 区分

屋　内 屋　　　外

住

居

そ

の

他

の

屋

内

道　路 水　面
そ

の

他

の

屋

外

山

岳

合

計

7

 計

地 震 体 験

防 火 訓 練

職 場 体 験

見 学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  所属

 区分

448

（令和6年中）

31

本　署

8,611

1,243

20

耶馬溪分署

2

696

そ

の

他

5

17
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急ぐ日も 

  足止め火を止め 

    準備よし 

2025度全国統一防火標語 


